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研究成果の概要（和文）：環境ガバナンスを支える民主主義の理念と制度について検討をおこな

い、その結果、以下の点が明らかとなった。第一に、適切な環境ガバナンスを実現するには、

将来世代の利害に配慮した民主主義の理念や制度のあり方を生み出す必要がある。第二に、政

治的境界と生態系の境界はしばしば一致しないため、そうした状況のもとでも適切な環境ガバ

ナンスが実現されるような制度的工夫（いわゆるガバナンス的なもの）が必要となるとともに、

民主主義の理解そのものを変えていく必要があること。第三に、民主主義における専門家の役

割を適切に位置づけるためにこそ、討議や熟議の要素を民主主義に取り込む必要があるととも

に、そうした方向に向けた、民主主義の理念の再構築が必要であること。第四に、民主主義を

通じた意識向上こそが、長い目でみれば、環境ガバナンスを成功させる決定的に重要な要因で

あること、また同時に、それを支える教育も必要であること。以上が本プロジェクトの研究成

果の概要である。 

 
研究成果の概要（英文）：We study about the institutions and ideas of democracy which can 

contribute to good environmental governance. Our conclusion is as follows. Firstly we must 

find a revised version of democracy for including the interests of future generations. 

Secondly some kind of new institutions and ideas are needed for overcoming the gap 

between political boundary and natural boundary. Thirdly democracy for environmental 

governance needs the process of deliberation to utilize the knowledge and experience of 

expertise. Fourthly democracy, supported by appropriate citizen education, can make 

people conscious to natural environment and this is a critical element for good 

environmental governance. 
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１．研究開始当初の背景 

環境ガバナンスは、現実には、民主主義にも
とづく政治過程を通じて実現されざるをえ
ない。だとすれば、適切な環境ガバナンスを
実現しようとすれば、それにふさわしい民主
主義の理念や制度のあり方について検討す
る必要があるが、当時、そうした研究はほと
んど存在しなかったため、本プロジェクトを
通じて、体系的な検討をおこなうべきと考え
た。 

 

２．研究の目的 

しばしば指摘されるように、民主主義は、い
くつかの深刻な弱点を抱えており、それはと
きとして環境ガバナンスの失敗をもたらし
てきた。環境ガバナンスの観点から、そのよ
うな弱点を克服するにはどのような条件や
制度が必要であるのかを、さまざまな実証研
究、および理論的検討を通じて、明らかにす
ることが本プロジェクトの目的である。 

 

３．研究の方法 

第一に、各地で実際におこなわれている環境
ガバナンスの取組みを比較検討し、それらが
適切に機能している（あるいは機能していな
い）条件を探る。第二に、以上のような個別
ケースの検討を踏まえつつ、理論的な観点か
らなされている、民主主義の機能不全を改善
するための諸提案を検討する。以上により、
環境ガバナンスを支える民主主義の理念と
制度のあり方について、包括的かつ体系的な
議論をおこなうことができると期待される。 
 
４．研究成果 

以上の研究により、おおむね、次のような
ことが明らかになった。 
 第一に、民主主義のメンバーを、現在世代
に限定することなく、将来世代をも含んだも
のとして、理解し直すことの必要性が確認さ
れた。バークをはじめとして、民主主義は、
いま生きているひとたちだけのためのもの
ではなく、過去の人々、また将来の人々をも
含んだものであるべきと主張する論者は、こ
れまでにも存在しなかったわけではない。だ
が、あらためて、環境ガバナンスの文脈で、
こうした古典的な民主主義観に光を当てる
べきであることが確認されたことには一定
の意義がある。さらに、そのうえで、将来世
代を含んだ民主主義を実現するための実際
的な方策として、どのような制度的工夫があ
りうるかを考えるべきであり、そのために、
たとえば、憲法的な制約を課す、といった方

法が考えられてよい。 
 第二に、現に発生している環境問題の領
域・境界線と、民主主義がおこなわれている
領域・境界線はしばしば一致しないため、通
常の政治過程では、適切に環境問題に対処で
きないケースがあるため、そうした問題に対
処するための制度的枠組みが必要になると
とともに、民主主義の意味についても、新た
な理解が必要になることが明らかとなった。
いわゆる「ガバナンス」の概念は、一般に、
政府による統治と対比されて使われること
が多いが、それのみならず、従来型の議会制
民主主義の枠組みとは異なる政治プロセス
を用いながら、にもかかわらず、おおむね民
主的といえるような、解決への取組みがなさ
れるケースについても、用いられることがし
ばしばある。複数の自治体やＮＰＯ、専門家
などの多様な主体が、「委員会」のようなか
たちで、環境保全に取組むケースが増えてい
るが、こうした枠組みは、従来の民主主義理
解からすれば、必ずしも民主的とは呼べない
が、実態に着目する限り、決して非民主的な
意思決定がおこなわれているわけではない。
むしろ、民主主義の理念を、こうしたガバナ
ンスがおこなわれているケースにも当ては
めることができるように、拡張すべきである
かもしれない。ただし、そこでは、責任追及
の仕組みを担保することの重要性も忘れる
べきではないだろう。 
 第三に、民主主義のもとにおいても、専門
家の果たす役割は無視し難く、とりわけ、環
境ガバナンスのような、専門的知識が不可欠
な政策領域においては、きわめて重要となっ
てくる。専門家は、必ずしもいわゆる研究者
に限らないとはいえ、そうした人々の知識や
経験を、民主主義の政治・政策プロセスのな
かに、どのように取り込んでいくかは、非常
に重要である。言うまでもなく、民主的プロ
セスを無視して専門家が決定をおこなうこ
とも、また、専門家の知見を無視して、単な
る参加や投票によって決定をおこなうこと
も、いずれも不適切である。だとすれば、民
主主義的な決定のプロセスのなかに、討議や
熟議の要素をなんらかのかたちで組み込み、
そこに専門家の声が届くようにする以外に
ないだろう。ヨーロッパなどではそのような
取り組みが実際に徐々になされつつあるも
のの、日本ではまだ始まったばかりのところ
であるが、今後はそのような方向での制度改
革も必要とされるだろう。 
 第四に、民主主義の有する一種の教育的役
割の意義についても、確認された。民主的プ



ロセスをより一層徹底することによってこ
そ、人々の環境的価値へのコミットメントや
関心を高めることができるのであり、逆に、
そのような草の根レベルの関心やコミット
メントを無視したまま環境ガバナンスを推
し進めようとしても、結局は失敗してしまう
可能性が高い。その意味で、環境ガバナンス
における、多様な形態の市民参加が推進され
るべきだが、ただし、それは、上述したよう
な関心やコミットメントを促進するような
かたちでおこなわれる必要があるだろう。む
ろん、単に民主主義のプロセスを徹底するだ
けでなく、それを支える教育も必要となる。
それは、環境についての知識や価値を教えこ
むようないわゆる環境教育にとどまること
なく、一種の公民教育としての側面をも含ん
だものである必要がある。 
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